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貸借対照表 
（2024年８月31日現在） 

（単位：千円） 

科目 金額 科目 金額 

資産の部  負債の部  

【流動資産】  【流動負債】  

現金及び預金   408,194 買掛金 183 

売掛金 76,616 一年以内返済長期借入金 131,238 

有価証券 368 未払金 43,763 

商品 72,180 未払費用 6,043 

貯蔵品 2,801 未払法人税等 17,000 

前払費用 13,217 預り金 5,609 

その他 19 賞与引当金 1,740 

【固定資産】  その他 15,351 

（有形固定資産）  【固定負債】  

建物 33,990 長期借入金 416,709 

構築物 6,317 長期未払金 631 

器具及び備品 12,678 退職給付引当金 6,107 

（無形固定資産）    

商標権 160 負債合計 644,377 

ソフトウエア 1,023 純資産の部  

その他 577 【株主資本】  

（投資その他の資産）  資本金 50,000 

関係会社株式 54,000 【利益剰余金】  

出資金 165 その他利益剰余金 35,330 

長期前払費用 5,688 繰越利益剰余金 35,330 

繰延税金資産 5,269   

その他 36,437   

  純資産合計 85,330 

資産合計 729,707 負債・純資産合計 729,707 
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損益計算書 
自 2023年９月１日 

至 2024年８月31日 

（単位：千円） 

科目 金額 

 売上高  2,176,758 

 売上原価  1,647,355 

 売上総利益  529,403 

 販売費及び一般管理費    459,509 

 営業利益  69,893 

 営業外収益   

  受取利息 21  

  受取配当金 4  

  補助金収入 3,712  

その他 160 3,898 

 営業外費用   

  支払利息 6,751  

  その他 133 6,885 

 経常利益  66,906 

 特別損失   

固定資産除却損 2,936  

商品廃棄損 12,359 15,295 

 税引前当期純利益  51,611 

  法人税、住民税及び事業税 18,309  

  法人税等調整額 △1,658 16,650 

 当期純利益  34,960 
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株主資本等変動計算書 
自 2023年９月１日 

至 2024年８月31日 

  （単位：千円） 

 株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本合計 
そ の 他  
利益剰余金 利益剰余金 

合   計 繰越利益 
剰余金 

当期首残高 50,000 1,590 1,590 51,590 51,590 

当期変動額      

 剰余金の配当  △1,221 △1,221 △1,221 △1,221 

 当期純利益  34,960 34,960 34,960 34,960 

当期変動額合計 － 33,739 33,739 33,739 33,739 

当期末残高 50,000 35,330 35,330 85,330 85,330 
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個 別 注 記 表 
自 2023年９月１日 

至 2024年８月31日 

 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産 

（１）商品 

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）  

（２）貯蔵品 

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。  

建物及び構築物 ５～40年    

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、市場販売目的のソフトウエアについては販売見込期間（３年）に基づく定額法、自社利用のソフト

ウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上して

おります。 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。 

当社は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は次のとおりであります。 

（１）コンシューマ通信事業 

コンシューマ通信事業においては、情報通信サービスの提供（携帯電話端末の新規・機種変更契約、ブロ

ードバンドサービス）及び関連商品の販売等を行っております。 

このようなサービスの提供及び商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点若しくはサービスを

提供した時点で収益を認識しております。 
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なお、キャッシュバックについては、取引価格を算定する上での実質的な値引と判断し、取引価格から減

額しております。 

（２）Zeta事業 

Zeta事業においては、デジタル商材等の販売・サービスの提供を行っております。 

このような商品の販売及びサービスの提供については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識してお

ります。 

 

会計上の見積りに関する注記 

１．固定資産の減損 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

（単位：千円） 

有形固定資産 52,985 

無形固定資産 1,762 

投資その他の資産 33,738 

合計 88,486 

（注）固定資産の減損に係る会計基準の対象となる金額を記載しております。 

 

（２）識別した事項に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 当社は、各店舗及び店舗展開していない事業に関しては各事業（以下「各店舗等」という。）を独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小単位（資産グループ）とすることを基本としております。 

 各店舗等の本社費配賦後の営業損益が継続してマイナスとなった場合や使用方法について回収可能性を著

しく低下させる変化（店舗の閉店や事業の売却の意思決定）があった場合に当該資産グループに減損の兆候

があると判断しております。 

減損の兆候がある場合、資産グループの継続的使用と使用後の処分により見込まれる将来キャッシュ・フ

ローの合計額を見積り、当該資産グループの固定資産の帳簿価額と比較し、減損損失の認識の要否を決定し

ております。減損損失の認識が必要となった場合、固定資産の帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は

使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

当該資産グループの継続的使用によって生じる将来キャッシュ・フローの見積りは、決算日時点の実績を

基礎として、売上高成長率等を踏まえた将来の売上推移の予測を主要な仮定としております。 

当該主要な仮定は経営環境の変化によって影響を受けるため、不確実性を伴うものであります。そのた

め、主要な仮定に見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類において、減損損失が発生する可能性

があります。 

 

２.繰延税金資産の回収可能性 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 5,269千円 

  

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

①  算出方法 

当社グループは、繰延税金資産を計上するにあたり、資産の会計上と税務上の帳簿価額の差異等（一時差

異等）に基づいて算定しております。繰延税金資産は、将来減算一時差異が将来の税金負担額を軽減するこ

とができると認められる範囲で計上しております。 
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 繰延税金資産の算定は、決算日までに制定又は実質的に制定されている税法及び税率に従い、一時差異が

回収又は支払が行われると見込まれる期の税率に基づいて行っております。 

② 主要な仮定 

課税所得の発生時期及び金額の算出において重要となる将来の業績予想は、現在の状況及び入手可能な情

報等による合理的な仮定に基づき、見積もっております。 

 

（３） 翌事業年度の計算書類に与える影響 

課税所得を見積るにあたって、前提とした条件や仮定に変更が生じ、その見積額が減少した場合には、翌

事業年度以降の計算書類において繰延税金資産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。 

 なお、税制改正により実効税率が変更された場合には、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額

に重要な影響を与える可能性があります。 

 

貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額       131,991千円 

 

損益計算書に関する注記 

該当事項はありません。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

（１） 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式       300,000 株 

 

（２） 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数 

該当事項はありません。 

 

（３） 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2023 年 11 月 16 日 

定時株主総会 
普通株式 1,221 4.07 2023 年８月 31 日 2023年 11月 17 日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

 2024 年 11 月 27 日開催の第 34 回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2024 年 11 月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,746 5.82 2024 年８月 31 日 2024年 11月 28日 
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税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

 敷金償却否認 2,482   

 退職給付に係る負債 1,997   

減価償却超過額 971   

商品評価損 186   

未払事業税 1,416   

その他 885   

繰延税金資産小計 7,937   

評価性引当額 △2,668   

繰延税金資産合計 5,269   

 

金融商品に関する注記 

１． 金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については金融機関からの借入に

よる方針であります。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。 

借入金は、主に運転資金等の資金需要に対し必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日は決算日

後、最長で８年であります。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、経常的に発生しており、財務経理部が、所定の手続きに従い、債権回収の状況を定期

的にモニタリングを行い、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。特に金額等の重要性が

高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告などを行います。 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。 

    

（５）信用リスクの集中 

当事業年度の決算日現在における営業債権のうち、82.2％が特定の大口取引先に対するものであります。 
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２． 金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 貸借対照表計上額

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

長期借入金（１年以内返済予定を含む） 547,947 548,636 689 

負債計 547,947 548,636 689 

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿 

価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

２．「売掛金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。 

３．市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 

関係会社株式 54,000 

 

３． 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該 

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の 

算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価で計算書類に計上している金融商品 

該当事項はありません。 

 

（２）時価で計算書類に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金（１年以内返済予定を含む） － 548,636 － 548,636 

負債計 － 548,636 － 548,636 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

長期借入金（１年内返済予定を含む） 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
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収益認識に関する注記 

  顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．

重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たりの純資産額        284.43 円 

（２）１株当たりの当期純利益       116.54 円 

 

 


